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鹿児島県の地域支援体制づくり
～紹介票による診断前療育の整備～
待機期間の有効活用と家族の不安の解消

• 鹿児島県こども総合療育センター
所長 外岡資朗

平成３０年２月９日 報告会

鹿児島県紹介

・２つの半島と 28の有人離島
・南北590㎞(=鹿児島 大阪） 東西272㎞
・人口 約170万人（H26）
・出生数 14，637人（出生率8.7）
・鹿児島市に人口の約１／３が居住
・離島の居住人口は，１７万人（1割）

・保健福祉圏域は，５地域振興局，離島２支
庁の７圏域

・自立支援協議会が設置されている市町村単
位及び，振興局・支庁単位（広域）で地域課題
を検討し，解決を図っている



鹿児島県こども総合療育センター（平成22年4月1日開設）

診 療 部

診療課
医師・保健師
看護師など

支 援 部

療育指導課
心理・ＳＴ・ＯＴ
ＰＴ・保育士等

地域支援課
保健師・教員・保
育士・社会福祉主事

発達支援課
（発達障害者
支援センター）
心理・相談員・
就労支援員

診
断

投
薬
治
療

診
察･

検
査
・
脳
波

精
神
科
・
歯
科
等
診
療

巡
回
療
育
相
談

保
護
者
支
援

障
害
児
の
個
別
リ
ハ

集
団
療
育(

さ
く
ら
ん
ぼ
広
場)

診
断
・
評
価

ペ
ア
レ
ン
ト
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

地
域
支
援
体
制
整
備

情
報
収
集･

発
信

個
別
支
援
・
総
合
相
談

診
療
予
約
受
付

巡
回
療
育
相
談

障
害
児
等
地
域
療
育

人
材
育
成･

研
修

普
及･

啓
発

就
労
支
援

発
達
支
援

児
童
～
成
人
の
相
談

ペ
ア
レ
ン
ト
メ
ン
タ
ー

（健康保険による保険診療） （相談は無料）

平成22年6月1日から 医療保険適用の医療機関

●障害児等療育支援事業所
地域での相談支援，専門職を施設に派遣するなど，県内9事業所に委託
（やまびこ，喜びの里，ふれあい，肝属地区障害者総合相談支援センター，

なんさつ，たたえ，集，あかつき学園，チャレンジドサポート奄美）

連携･協同
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１ 「県こども総合療育ｾﾝﾀｰとは」～

平成２１年度末
受診待ち児童数

９８人

平成２４年度末
受診待ち児童数
３９４人

平成２６年度末
受診待ち児童数
３０２人

小児科初診 小児科再診 精神科 整形外科 小児歯科 耳鼻科 眼科

H27 ６７６ １５３７ １３０ ６５ ４０ ０ ２

H28 ６５４ ３１２５ １３６ ６０ ３５ ３ １

年 度 別 新患 再診
個別指導
( 訓練 ）

集団指導
巡回診療
・相談

平成２１年度
(児童総合相談センター）

４６１ ７５８ １０４３ ３２０

平成２２年度
(６月 当センター開設）

６９８ ２８８０ １７３７ １４２ ３２１

平成２３年度 ８０９ ４０２７ ２３９１ １８０ ３５８

平成２４年度 ７２３ ４５８４ ２６８９ １６１ ３７１

平成２５年度 ６９８ ４９７４ ３６５３ １３６ ３９６

平成２６年度 ６４０ ５２５３ ３８５８ １０６ ３０８

平成２７年度 ６７６ ５１８５ ３１９６ ９８ ２７２

平成２８年度 ６５４ ６７６６ ３６２０ ８６ ２０８

■ 診療・療育・相談数の年度別推移

● 平成２７年度 各科受診件数

平成２７年度末
受診待ち児童数
１６５人

平成２8年度末
受診待ち児童数
１３８人



紹介票の導入

診断閾下のニーズ増大に合わせ
地域の支援力アップに貢献

待機期間の有効活用と
地域の受け皿、支援体制づくり

保護者が診断を聞く心構えを作る時間

＋

見直し

保育所，幼稚園，学校など家
庭以外 集団生活 場で気
になる子どもとして受診紹介
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①　関係機関から 紹介なしで 予約受理しない

②　紹介する時 そ 機関でできる初期対応を行い，そ 内容と紹介 理由などを記した
       書類（ 受診案内票（仮称），医療機関 医療情報提供書（紹介状）)を依頼する。

③　センター受診紹介 ため 判断基準となる指標等 例示  （できれ 紹介する前に対応
して欲しい項目などを列挙して参考にしてもらう）     
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①　予約受理後 診療日時設定に当たって，緊急性，優先性に関する判断基準を明示

②　 個々 ケースに応じて，最終的に 医師 判断に基づく

③　 センター受診まで 住民へ 対応を行う体制づくりに，市町村として 責務を積極的
　　   に果たして欲しいことをメッセージとして発信     
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乳幼児検診等により，気になる子どもとしてスクリー
ニング後に，何らか 支援を行い受診 必要性
検討と保護者支援を行い，必要なケースについて
紹介

相
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受診児童の入り口調整後
受診紹介票で診断前支援の有無を確認

市町村あるいは学校などで診断前支援を確認し受診紹介票を作成してもらう予定
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関係機関からの紹介無しでの受理はしない

紹介する時はその機関でできる初期対応を行い、その内容と紹介の理由な
どを
記した書類（受診紹介票、医療機関は情報提供書（紹介状）を依頼する。

センター受診紹介のための判断基準となる指標等の例示（できれば紹介す
る前に
対応して欲しい項目などを列挙して参考にしてもらう）



■ より良い療育体制の構築

■ より良い療育体制の構築
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①何らかの指標を用いて発達評価を実施

②何らかの指標を用いてASDの疑いが示唆されている

③上記の指標を用いて支援方針を協議している

④方針に基づき，児童発達支援事業を利用している

⑤医療機関での診断を受けたことがない

①～⑤を点数化，点数が低いほどアセスメントを実施していると判断

①困ったとき，不安に思うとき相談できる支援者がいる

②支援方針に基づき受診を勧奨し，ようやく受診に前向きになり同意がとれた

①～②を点数化し，点数が低いほどアセスメントを実施していると判断

支援機関での子ど
ものアセスメ ント
ができるよう にする
(点数が低いほど良い）

支援機関で相談が
できているなどの
保護者の支援がで
きるよう にする

(点数が低いほど良い）

紹介票から見えてきた支援の内容

・各支援機関でのアセスメント
(検査など)について未実施が
多かったが徐々に増加
・申込時の添付書類として個別
支援計画の添付を依頼し
徐々に増加

予約方法変更に関する
当センター地区担当CWの意見

・支援機関の申込票を元に不足する情報を
支援機関，保護者に確認することにより
CWのスキルアップにつながる。

・CWと支援機関がやりとりすることで互い
の距離感が短くなり，紹介票を介して
情報 交換や質問等しやすくなった。

・地域の支援機関からの情報が非常に不足
している場合は，出向いて情報を確認する
ことで支援機関が相談しやすい状況にある.

・支援機関の状況把握にもなり，支援機関
の後方支援にもつながった。



平成27年
度

平成28年
度

初診受付
初診日

平均
141.2日

平均
88.9日

初診受付
紹介先連絡

平均
11.5日

初診受付
保護者連絡

平均
15.6日

受診申し込み後の対応期間短縮
平成２７年度と２８年度の比較

○受診受付から初診までの期間 ○受診受付からCW初動までの期間

○ 受診までの期間については，平成２７年度は平均１４１日，平成２８年度には８９日なった。
○ 受付から１１ １５日でケースワーカーから紹介先と家族に連絡を入れ，初動の支援を開始
している。

○ 初動から受診までの間，に情報収集や診断前療育が実施されている。

予約変
更前の
受診が
あり統
計でき
ず

鹿児島県における発達障害の診断前、診療体制整備の実践例

受診前支援

・子どもの特性理解

・保護者への相談対応、支援

・アセスメントの実施

・アセスメントに基づく発達支援、
保護者支援

・保護者への支援計画の説明
（地域の資源の紹介を含む）

・地域の関係機関との連携、調整
例１ 保健師と
・健診結果等の情報の活用
・親子教室への参加状況 など
例２：保育所、幼稚園、児童発達
支援事業所と
・集団生活の状況
・保護者との面談内容 など

・・・・・・・・・・・・・・・・・

受診後支援

・受診結果の情報提供を受けた
支援の継続、または
支援のバージョンアップ

○専門性の高い＋具体的な支援の提案
・診察、検査、診断
・投薬、リハビリなど

こども総合療育ｾﾝﾀｰ

発育発達に関して
・気になる子どもを診療
・日常に即した医療の提供
・保護者支援

地域の医療機関 ＜未就学児の場合＞
市町村の保健センター
など

＜児童／生徒の場合>
市町村教育委員会

発育発達について説明し、
必要に応じて相談先を紹介

広域的な日常生活圏で
包括的な医療サービス
の提供、診察、検査、診断

地域専門的医療機関

「紹介票」＋「ＣＷの訪問」の導入

・子ども療育センターのＣＷが必要に応じて関
係機関に出向き（受診申し込み後、11～15日で
紹介元と家族に連絡）、情報提供の依頼、行動
観察や情報提供等を実施
（効果）
・専門的な知見が支援現場に届き、診断前
療育が身近な場でも開始された。
・アセスメント実施、個別支援計画作成を
行う現場が増加し、適切な情報が初診時
に届くようになった。

気づき、診療場面での工夫をまとめた

パンフレットを配布

受診受付から
初診までの
期間の比較診

Ｈ２７ Ｈ２８

141.2 日 88.9 日

23.50%

68.20%

33.90%

78.90%

アセスメント 個別支援計 

H26 H27

保健センター、保育所、幼稚
園、児童発達支援事業所､学
校などの支援現場

各
機
関
の
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会

・
セ
ン
タ
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修
会
、

支
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者
に
向
け
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の
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修
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・
地
域
支
援



より良い療育体制の構築

自立支援協議会（こども部会）を中心とした地域支援体制づくり

療育センターが主催する地域療育連絡会から
自治体がつくる地域支援システムのこども部会へ

こども部会の設置状況（医療・教育・保健福祉が連携して地域力を伸ばす仕
組み）

与論町子ども部会
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医療・教育・保健福祉が連携して支援を考える場

各
G
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会

新たな取り組み

事務局：薩摩川内市，基幹相談支援センター

現場の声を
吸い上げ
具体的な
課題解決を
図ってため,
部会の下に
グループ会を
立ち上げた。

医療との連携

かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業

日常診療で気づいた子どもを地域の中の支援につなぐ



医療連携について 《 未就学編 》

【目的】 ○気づきから支援につなぐ ○特性のある患者に対する診療支援（理解） ○地域での診療

○発育発達に関して
気になる子どもを
診療

・日常生活に即した
医療サービスの提供
・保護者支援

○専門性の高い具体的な
支援内容の提案

こども総合療育センター４

早期気づき・早期支援の体制づくり 発達障害の特性に応じた支援

保護者は子ども
の発育発達が気
になっている

保護者は子ども
の発育発達が気
になっていない

発育発達について説明し，必要に応じて相談先を紹介
( 市町村保健センター，地域の専門的医療機関など )

・共感的態度で関わり，継続
的支援を行う （見守り）

市町村の保健センターなど
(子育て包括支援センター等）

・健診での支援，
親子教室への参加

発達相談会など

○広域的な日常生活圏で
包括的な医療サービスの
提供

・経過をみて保護者の気づき
や相談がある

連携

２

地域の外部機関との連携

・児童発達支援センター
・児童発達支援事業所
・保育園・幼稚園
・相談支援事業所
・障害児等療育支援
事業所の活用

(県内9事業所)

地域の専門的医療機関

連携

連携
・電話相談

・来所相談

地域の医療機関１

連携

連携 連携

地域での支援の継続

H29.1現在

・育児相談等の個別
相談や家庭訪問など

直接当センターへ

情報提供があった場合

３

特別支援学校（巡回相談）
市町村教育委員会，SC，SSW等
県総合教育センター

児童相談所
障害児等療育支援事業所
（県内９事業所）
放課後等デイサービス
相談支援事業所

○広域的な日常生活圏で
包括的な医療サービスの
提供

地域の専門的医療機関

医療連携について 《 学童編 》

学校への情報提供

・学校では気になることはないが，家での
困りが大きい子どもの場合（学校の中で
課題に気付かれず紹介できないことが多
い）
・地域の支援機関との関係が困難な場合

直接当セン
ターへ情報
提供があっ
た場合

連携

○発育発達に関して
気になる子どもを診療

・日常生活に即した
医療サービスの提供
・保護者支援

保護者は子どもの
発育発達が気に
なっている

保護者は子どもの
発育発達が気に
なっていない

・共感的態度で関わり，継続的
支援を行う （見守り）

発育発達について説明し，必要に応じて相談先を紹介
( 当センター（※注），地域の専門的医療機関，市町村教育委員会など )

・経過をみて保護者の気付き
や相談がある

地域の医療機関１

○専門性の高い具体的な
支援内容の提案

こども総合療育センター

早期気づき・早期支援の体制づくり 発達障害の特性に応じた支援

２

４

・電話相談

・来所相談

連携

地域の外部機関との連携

○学校全体での支援体制
・行動観察，知能検査等
・管理職による面談等

校内委員会

環境調整・多様な学

びの場の検討 （通常
の学級・通級による指
導・特別支援学級・特
別支援学校）

連携

連携

【目的】 ○気付きから支援につなぐ ○特性のある患者に対する診療支援（理解） ○地域での診療

○特別支援教育担当指導主事へ連絡

市町村教育委員会
学校教育課へ情報提供

２

３
２

４

連携

５

私立，国立の
学校の場合，
直接学校へ，
または当セン
ターへ情報提
供

※注 当センター：県こども総合療育センター



御清聴 有難うございました。
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